
 

マーキュリー会設立大会議事次第 

 

2004 年 7 月 10 日（土）17：00～ 

於：一橋大学大学院総合研究棟（マーキュリータワー）7階 

マーキュリーホール 

 

 

1.  開 会 

 

2.  会長挨拶  

 

3.  会則について（第一号議案） 

 

4.  役員人事について（第二号議案） 

 

5.  2004 年度事業案について（第三号議案） 

 

6.  その他 

 

7.  閉 会 



設立総会議案 

第一号議案 会則について 

マーキュリー会 会則
 
第 一 章   総  則 
 
第一条 本会は「マーキュリー会」と称する。 
 
 
第二条 本会は会員相互の親睦、ビジネスネットワー
クの拡充を図るとともに、一橋大学大学院商学研究科
経営学修士コースの充実・発展に寄与することを目的
とする。 
 
第三条 本会はその目的を達成するために、次の事
業を行う。 
（一）大学当局と本会および会員との連絡 
（二）会員に向けた情報発信および会員相互の情報
交換を支援する事業 
（三）会員名簿の作成 
（四）会員同士の親睦および会員の資質向上をはかる
ための研究会やイベントの開催 
（五）一橋大学大学院商学研究科経営学修士コース
の充実・発展に寄与する事業 
（六）その他本会の目的を達成するために必要な事業  
 
第 二 章  会  員 
 
第四条 本会の会員は、正会員、特別会員および賛
助会員の三種とし、下記の要件を満たし、かつ本会に
対し登録をおこなった者とする。登録の方法について
は、別途細則にて定める。 
（一）正会員の資格を有する者は、以下のとおり 
ａ．一橋大学大学院商学研究科経営学修士コー
ス（MBA コース、専修コース）の卒業生および
中途退学者 
ｂ．一橋大学大学院商学研究科経営学修士コー
スの在学生 
（二）特別会員の資格を有する者は、以下のとおり 
ａ．一橋大学大学院商学研究科経営学修士コー
スで授業・ワークショップを担当した教官および
教官であった者 
ｂ．一橋大学大学院商学研究科経営学修士コー
スで事務・教務を担当した職員および職員であ
った者 

（三）賛助会員の資格を有する者は、以下のとおり 
ａ．本会の事業を賛助する個人および法人で、理
事会により承認を受けた者 
ｂ．その他本会の事業にかかわる個人および法人
で、理事会により承認を受けた者 
 
第五条 本会は自己責任において会員同士の自由な
活動・交流を原則とし、その活動に関していつでも理

事会に対して支援を要請することができる。理事会は
正当な理由がある場合を除き、速やかにその要請に
応じた支援策を講じなくてはならない。 
 
第六条 正会員および特別会員は、入会の意思表示
および会員登録をもって会員となることができる。 
 
第七条 会員で会則および細則または理事会・総会
で定めた決議に違反した者、および本会の名誉を傷
つける行為のあった者は理事会の決議により除名する
ことができる。 
 
第 三 章  役  員 
 
第八条 本会には会長（１名） 副会長（２名） 会計（２
名） 会計監事（１名以上） 理事（各卒業年次に２名）
の役員をおき、理事会を構成する。また、理事会の判
断により必要に応じて名誉会長、顧問をおく。 
 
第九条 理事は、第四条第一項に定める正会員の資
格者より選挙にて選出され、その任期は一ヵ年とする。
ただしその再任を妨げない。選出の実施方法につい
ては、別途細則にて定めるものとする。 
 
第一〇条 会長は理事会において理事の中より選出
する。会長は総会および理事会を開催し主催するとと
もに、各会議の議長を務める。また会務を統理する。 
 
第一一条 副会長は理事会において理事の中より選
出する。副会長は会長を補佐し、必要な場合はこれを
代行する。 
 
第一二条 会計は理事会において理事の中より選出
する。会計は会計事務全般を行う。 
 
第一三条 会計監事は理事会において理事の中より
選出する。会計監事は本会の会計を監査する。 
 
第一四条 役員の任期は一ヵ年とする。ただしその再
任を妨げない。また、会長が認めた場合に限り、任期
内であっても役員は辞任することができる。その場合、
別途細則に定めた方法で役員の補充選出を行わなけ
ればならない。 
 
第一五条 本会の運営を円滑にするため、地方支部
を設けて支部幹事を置くことができる。ただしその設置
にあたっては、理事会の承認を要する。  
 
第 四 章  会  議 
 



第一六条 本会の会議は、総会および理事会とする。
ただし本会の理念に基づき、会員の自主的な活動を
基本とし、総会および理事会はその活動支援、補完を
主たる役割とする。 
 
第一七条 通常総会は毎会計年度終了後、会長が召
集し開催するものとする。議長は会長が務めるものとし、
開催方法については、別途細則にて定めるものとす
る。 
 
第一八条 通常総会は、原則として年一回以上開催
する。 
 
第一九条 次の事項は通常総会に報告するとともに、
その内容を一定期間公表しなければならない。公表
の方法については、別途細則にて定めるものとする。 
（一）前年度決算報告 
（二）事業報告 
（三）その他理事会で必要と認めた事項 
 
第二〇条 総会の決議事項は、出席した正会員の過
半数で決するものとし、可否同数のときは、議長の決
するところによる。 
 
第二一条 臨時総会は議長たる会長が必要に応じて
開くものとする。また正会員３０名以上の発議により開
催することができる。 
 
第二二条 理事会は本会の中枢機関にして、会務の
重要事項の協議・決定ならびにその執行をおこなう。
また会員は理事会に対して、いつでも議案を提案でき
る。 
 
第二三条 理事会における議決には、理事定数の過
半数の賛成を要する。 
 
第二四条 理事会において議決された事案について
は、遅滞なくこれを会員に公表しなくてはならない。公
表の方法については、別途細則にて定めるものとす
る。  
 
第 五 章  会  計 
 
第二五条 本会の会計年度は毎年４月１日に開始し、
翌年３月３１日に終了する。 
 
第二六条 本会の経費は、賛助金・寄付金およびその
他の収入によってまかなう。賛助金・寄付金について
は別途細則にて定めるものとする。 
 
第二七条 会計は理事会がこれを管理し、理事会の
指示・委託に基づき事務局が事務を遂行する。また会
計監事がその内容について会計監査を行う。 
 

第二八条 会計監事は毎年会計年度後に開かれる最
初の総会において会計報告をおこない、その承認を
得なければならない。  
 
第 六 章  組  織 
 
第二九条 本会の事務を処理するために事務局を置
く。また、理事が事務局を兼任する事を妨げない。 
 
第三〇条 事務局は理事会からの指示・委託に基づ
き、以下の業務を遂行するものとする。その遂行方法
については事務局の裁量に委ねるが、適宜会長への
報告を必要とする。 
（一）広報活動としてホームページの更新・メールマガ
ジンの発行などを行う。 
（二）会員活動としてのイベント企画などを行う。 
（三）総会連絡、会議室予約、イベント、案内、会計、
ネット総会、事業報告、大学との交渉、選挙管理、
新入会員勧誘などを行う。 
（四）その他本会の運営にあたり、理事会が必要と認
めた業務 
 
第三一条 事務局に関する必要な規定は、理事会の
議を経て、会長が定める。  
 
第 七 章  補  則 
 
第三二条 本会会則の改正は総会において出席者の
過半数の賛成を要する。 
 
第三三条 本会の運営に必要な規定は、別に定め
る。 
 
第三四条 本会則は、２００４年７月１０日より発効す
る。  
会議の開催および決議方法に関する細則 
 
第一条 通常総会および臨時総会については、原則
として議決期間を一定期間設定し、ホームページ（以
下ＨＰ）やメーリング・リスト（以下ＭＬ）などインターネッ
トを活用して実施する「バーチャル形式」で行うものと
する。 
 
第二条 バーチャル形式による総会の開催期間は一
週間を上回るものとする。 
 
第三条 会則第一八条に定める決議に関する規定の
うち、「出席した正会員」の定義は、ＨＰもしくはＭＬを
用いて、議決権の行使をおこなった正会員とする。 
 
第四条 バーチャル形式による議決権行使の方法に
ついては、会長が事務局に委託するものとする。委託
をうけた事務局は専門的な知識を持つものを中心に、
会員の不利益にならないように遅滞なくその業務を遂



行する。 
 
第五条 理事会の開催方法および決議方法は、開催
日を設定し、理事が集合することにより実施する「集合
方式」、あるいは総会の方法に準じた「バーチャル方
式」で行うものとする。ただし決議は理事定数の過半
数を要するものとする。 
 
第六条 本細則の改正には、総会において出席者の
過半数の賛成を必要とする。 
 
第七条 本細則は、２００４年７月１０日より発効する。  
 
理事選挙方法に関する細則 
 
第一条 理事は会則に定める要件を満たす正会員の
中より立候補のあったものを、選挙により選出する。 
 
第二条 理事の選出に関しては、選挙管理委員会を
設置し、実務を統括する。選挙管理委員会の定員は
三名とし、そのうち一名選挙管理委員長として実務責
任を負う。 
 
第三条 立候補者が定数を超えた場合、正会員によ
る投票により選出する。なお、実施方法については、
原則としてバーチャル形式にておこなうものとする。 
 
第四条 バーチャル形式により選挙を実施する場合、
その投票期間は一週間を上回るものでなくてはならな
い。 
 
第五条 選挙管理委員会は、投票が締切られた日より
一週間以内にその結果をＨＰもしくはＭＬにて公表し
なくてはならない。 
 
第六条 バーチャル形式による投票の方法について
は、選挙管理委員長が事務局に委託するものとする。
委託をうけた事務局は専門的な知識を持つものを中
心に、会員の不利益にならないように遅滞なくその業
務を遂行する。 
 
第七条 立候補者が定数と同数の場合は立候補者全
員を当選とし、信任投票は必要とはしない。 
 
第八条 立候補者が定員に満たない場合は、立候補
者全員を当選とし、不足分については会長が指名す
ることとする。ただし指名により選出された理事につい
ては、その後最初に開催される総会において、承認を
うける必要がある。 
 
第九条 本細則の改正には、総会において出席者の
過半数の賛成を必要とする。 
 
第一〇条 本細則は、２００４年７月１０日より発効す

る。  
 
賛助金・寄付に関する細則 
 
第一条 本会の賛助金は一口 2,000 円とし、随時受け
付ける。ただし、正会員は原則として入会時に一口以
上の賛助金を入会手続きと同時に納付するものとす
る。 
 
第二条 賛助金の納付に係わらず、会員登録した会
員は終身会員資格を有することとする。 
 
第三条 納付方法については会長が決定するものと
する。また徴収実務については、会長の指示・委託を
うけた事務局がおこなう。 
 
第四条 運営資金に不足が生じる場合、会長は理事
会の承認を得て、寄付を募ることができる。ただし寄付
を募る対象は、本会の公正を確保するために原則とし
て会員に限ることとする。 
 
第五条 本細則の改正には、総会において出席者の
過半数の賛成を必要とする。 
 
第六条 本細則は、２００４年７月１０日より発効する。  
 
会員登録および名簿に関する細則 
 
第一条 本会への会員登録は、原則として電子メール
にておこなう。ただし会長の判断により、その他の方法
にて実施することも認める。 
 
第二条 会員は登録内容に変更があった場合、学年
理事または事務局を通じて遅滞なく変更届けを提出し
なくてはならない。登録内容の不備や変更届けの遅滞
により不利益が生じた場合は、すべて会員の責に帰
するものとする。 
 
第三条 登録された情報については、会長の指示・委
託を受けた事務局が名簿を作成し、管理・運営する。
また登録情報については、会員以外への公開を禁ず
る。 
 
第四条 会長は登録された電子メールアドレスをもと
に、事務局に指示・委託してメーリング・リスト（以下Ｍ
Ｌ）を作成する。ＭＬの利用に関しては、公序良俗に反
するものを除き、原則として制約は設けない。 
 
第五条 本細則の改正には、総会において出席者の
過半数の賛成を必要とする。 
 
第六条 本細則は、２００４年７月１０日より発効する。 
 



 
 

 

第二号議案 役員人事 

会 長  赤井 照明（00 年修了・専 3 期・株式会社ライフバランスマネジメント） 

副会長  西野 和美（98 年修了・専 1 期・東京理科大学） 

木曽川 栄子（98 年修了・専 2 期・アメリカンファミリー生命保険） 

会 計  黒岩 正一（03 年修了・MBA2 期・ヘルメス株式会社） 

坂本 雅明（現修士２年・MBA4 期） 

会計監事 山田 良輔（01 年修了・専 4 期・東京電力） 

 

理 事（各学年 2 名） 

修了年度 氏 名 現 職 等 

西野 和美 東京理科大学 専修 1期 

朱 穎 跡見学園女子大学 マネジメント学部 

木曽川 栄子 アメリカンファミリー生命保険 専修 2期 

内田 典子 IBM ビジネスコンサルティングサービス株式会社 

赤井 照明 株式会社ライフバランスマネジメント 専修 3期 

宮副 里香 aoyR's 

山田 良輔 東京電力株式会社 専修 4期 

小澤 季広  

菊池 英都 東京電力株式会社 MBA1 期 

  

黒岩 正一 ヘルメス株式会社 MBA2 期 

小谷 志郎 株式会社 富士ゼロックス総合教育研究所 

坪井 聡一郎 株式会社大広 MBA3 期 

大槻 耕太郎 三菱重工業株式会社 

名藤 大樹 株式会社 UFJ 総合研究所 MBA4 期 

（現 M2） 坂本 雅明 株式会社 NEC 総研 

品田 喜久 石川島播磨重工業株式会社 MBA5 期 

（現 M1） 吉岡 淳 株式会社パソナ 

（空欄は調整中） 

事務局 名藤大樹（事務局長） 伊東幸子 黒澤直美 坂本雅明 津田維一 

    相野勇雄 品田喜久 田島知子 吉岡淳 



 
第三号議案 2004 年度事業案について 

Ⅰ．今期の活動予定（自 2004年 4月 1 日 至 2005年 3月 31 日） 

２００４年７月１０日 設立総会および発足記念パーティー 

於：一橋大学大学院総合研究棟 7 階 マーキュリーホール 

    

２００４年１０月   理事会 

 

２００５年３月  理事会 

 

Ⅱ．現在の会員の状況 

◆ 会員登録状況（2004/7/6 現在） 

現在の会員登録状況（名簿への登録状況）は以下の通りです。総数２９９名中２０５

人の方に登録いただき、組織率は約７０％となっております。 

 

入学年（西暦） 総数（名） 同窓会登録者数（名） 組織率 

１９９６（専修１期） １４ ９ ６４％ 

１９９７（専修２期） １４ ９ ６４％ 

１９９８（専修３期） １９ ８ ４２％ 

１９９９（専修４期） ２４ １０ ４２％ 

２０００（ＭＢＡ１期） ４４ ３１ ７０％ 

２００１（ＭＢＡ２期） ４１ ２５ ６１％ 

２００２（ＭＢＡ３期） ５０ ２０ ４０％ 

２００３（ＭＢＡ４期＝現Ｍ２） ４８ ４８※ １００％ 

２００４（ＭＢＡ５期＝現Ｍ１） ４５ ４５※ １００％ 

合 計 ２９９ ２０５ ６９％ 


